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Analysis of editorials of regional newspapers
in publishing areas of which locate nuclear power plants :
How have these papers reported〈post 3.11〉
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Abstract
Japan has 50 nuclear power plants workable in 13 prefectures, where 17 regional
newspapers publish. The purpose of this essay is learning how the unique experience of
local residents living in proximity to nuclear power plants is reflected in the viewpoints
of these regional newspapers. By analyzing editorials which refer to Fukushima nuclear
accident and their local nuclear power plants, published after 3.11 for more than one
year, those points as follows come to appear. (1)The number of newspaper that advocates
reducing reliance on nuclear power is a few. On the other hand, opinions that promote
nuclear power, are hard to be found out in those newspapers. (2)All of those newspapers
put maximum stress on the necessity to keep safety of their local nuclear power plants,
and are very critical to the governmental measures taken after 3.11 to ensure safety. (3)
Those papers express strong anxiety to the existence of nuclear power plants, and at the
same time are skeptical of the possibility for residents to earn a livelihood without plants,














































































































北海道泊村　　　北海道電力泊発電所　　　　          3　　 北海道新聞
青森県東通村      東北電力東通原子力発電所             1       東奥日報、河北新報
宮城県女川町　　東北電力女川原子力発電所　　       3       河北新報
福島県大熊町　　東京電力福島第一原子力発電所       2      
福島県富岡町      東京電力福島第二原子力発電所       4   
茨城県東海村      日本原子力発電東海第二発電所       1       茨城新聞、中日新聞
新潟県柏崎市      東京電力柏崎刈羽原子力発電所       7       新潟日報
石川県志賀町      北陸電力志賀原子力発電所             2       北国新聞、中日新聞
福井県敦賀市      日本原子力発電敦賀発電所             2
福井県美浜町      関西電力美浜発電所                      3
福井県おおい町   関西電力大飯発電所                      4
福井県高浜町      関西電力高浜発電所                      4
静岡県御前崎市   中部電力浜岡原子力発電所             3       静岡新聞、中日新聞
島根県松江市      中国電力島根原子力発電所             2       山陰中央新報、中国新聞
愛媛県伊方町      四国電力伊方発電所                      3       愛媛新聞
佐賀県玄海町      九州電力玄海原子力発電所             4       佐賀新聞、西日本新聞
鹿児島県川内市   九州電力川内原子力発電所             2       南日本新聞、西日本新聞
 炉数















































































































































































































































































































































































平均               28%        24%      13%      28%        6%       6%        8%        5%      11%














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































置である。両府県知事は 2012年 4月 17日に
は、政府に「脱原発依存」の工程表提示など
を求める共同提言を発表した。
新潟日報「原発共同提言 政府は真摯に受
け止めよ」（4/18）は、「この措置との整合性
からすれば、両府県はまさに『地元』なので
ある。ゆえに提言は『(両府県は)事故があれ
ば、立地地域と同じく大きな被害を受ける
「被害地元」だ』と強調して、政府に対策を
求めた」とし、「至極まっとうな要求といえ
よう」と全面的に賛同した。
これに対し、福井新聞（前出社説、4/15）
は「橋下徹大阪市長の過激に繰り出す脱原発
発言や滋賀県、京都府知事の言動は市民受け
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（20） 佐藤光俊らの座談会「大震災・原発事故下の政治報道 メディアは何を誤ったのか」、『Journalism』2012年
1月号、p.14。
（21） 福島民報編集局長福島民友編集局長・加藤卓哉「未曾有の災害連鎖を伝える報道―パニック、風評被害回
避に細心の注意」、日本新聞協会、『新聞研究』No.720、2011年7月、pp.14-15。
（22） たとえば、「原発事故の被害では、東京電力の隠蔽体質や、東電情報に依存するだけの政府の無策ぶりが
目についたが、そこを衝くべきメディア・サイドの非力さも指摘しておきたい。相手は（中略）言を左右
にするだけなのに、これに対して『可能性があるのなら、その対策は…』『長期的にはどんな悪影響が現
れるのか』（中略）というような反問がメディアから出てこないのだ。さらに頼りないのは『CTスキャン
を一回受けるぐらいの放射線量』（中略）というような答えをあっさり受け止め、軽率に『冷静に行動す
ることが望まれる』など、余計なコメントを付け加えるメディアが多い点だ」。神保太郎、「メディア批評」、
『世界』2011年5月号、岩波書店、p.207。また、瀬川至朗「原発報道は『大本営発表』だったか―朝・
毎・読・日経の記事から探る」、朝日新聞社、『Journalism』2011年8月号、pp.28-39。
する政治的パフォーマンスにもみえる。再稼
動が問題なら電力消費地として身を切る覚悟
を示すべきだ」と、再稼動をけん制する周辺
自治体首長の発言に不快感を示した。
また、北國新聞（前出社説 2/7）も、立地
自治体が原発を受け入れた歴史的経緯を考え
ると、立地自治体が周辺自治体より電力会社
などに対し大きな発言権を持つのは仕方がな
いとの立場をとっている。
では、その当事者性は「原発の是非」とい
う問題とどう向き合うか。
福島民報の佐藤氏は「我々の報道姿勢にし
ても、さまざまな議論があります。これまで
40年間、福島県の双葉地方、『東北のチベッ
ト』と言われた地方で、東電が雇用を生み出
してきたのは事実です。現在、福島第一原発
が歩んできた道、国や県のエネルギー政策は
どうだったか、原発立地町を含めて検証を始
めています。今の原発の悲惨な状況をみると、
『もう原発はごめんだ。こりごりだ』と言う
声も多く聞きますし、当然なことでしょう。
しかし、脱原発、原発推進の是非を問う前に、
やっぱり『福島と原発』の歩みを冷静に検証
していくことが必要だと思います。明確な答
えは出ないかもしれません。中央紙の脱原発
報道だけで簡単に割り切れる問題ではないで
すね」と語っている（23）。
3.1で紹介した「全国紙の脱原発」論は、
①とくに地震国日本においては、原子力エネ
ルギーはコントロール不能になる事故の危険
性が大きい、②ひとたび事故が起これば広範
囲に回復不能なダメージを与える、③太陽、
風、地熱などの再生可能エネルギーを含め原
子力に代わるエネルギー源の開発に全力を挙
げる―などの点を挙げている。しかし、それ
では原発なしで地域住民の暮らしが本当に成
り立つのか、という不安な問いにこれらの主
張は直接の解答を与えるものではない。
一方、一部全国紙の原発維持論の要点は、
①原発なしではエネルギー不足に陥って日本
経済が弱体化し、いっそうの産業空洞化を招
く、②再生エネルギーに過大な期待をかける
ことは現実的ではない、③原子力の平和利用
を続けることが潜在的な核抑止力として機能
している―などである。これらの主張は国益
やマクロ経済的な視点を重視する、いわば
「大所高所」からの立論であって、そう言わ
れたからといって原発がそこに在ることによ
る現実の強い不安が沈静されるわけではな
い。地方紙の当事者性がこのような立場に同
調するのを許さなかったのは、ある意味で当
然といえる。
福島事故から3ヵ月後、佐賀新聞「知事判
断の前に考えてみる 国策との板挟み」
（2011/6/16）は、こう書いた。「（福島事故の
現実から―引用者注）見えてくるのは、リス
ク分布の不平等、言い換えれば、受益者と負
担者の乖離
かいり
の大きさである。それは、電力消
費量の少ない過疎地域に立地する原発すべて
に共通する構造的な問題である。もちろん、
原発建設に際しては、電源三法による交付金
や固定資産税、核燃料税、そして電力会社か
らの寄付金など、さまざまな『恩恵』があり、
一方的にリスクを強いられているわけではな
い。ただ、そのリスクが現実のものとなった
時、被害は甚大で、影響は立地自治体だけで
なく、国民生活全体を揺るがすことを私たち
は知った。ならばこの『受益と受苦』の仕組
尚美学園大学総合政策論集第14号／2012年6月
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（23） 佐藤光俊、前掲、p.8。
みから変えるしかない。震災3カ月目の先日、
東京など全国の大都市で『脱原発』のデモが
行われた。転換を求めるなら、原発のそばで
暮らす人々のことをあまり考えずに電気を享
受してきた生活をどう変えていくか、そこか
ら一歩が始まる」。
佐藤氏が提唱する「立地県と原発の歩み」
の検証のような報道を通じて、「受益と受苦」
の仕組みを変えるような、原発立地地域の当
事者性を踏まえた原発是非論への新たなアプ
ローチが生まれる可能性に期待したい。「地
域社会に内在する固有の問題」である原発問
題の「当事者意識に立った論争的提示」は、
原発をめぐる既存の言論空間に内在する<中
央―地方>の枠組みを乗り越える視点を提供
するとともに、立地地域と電力消費地との関
係性を問い直さずにはいないだろう。
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